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「インフラメンテナンスにおける包括的民間委託導入の手引き」を作成しました！ 

～「地域インフラ群再生戦略マネジメント」の推進に向けて～ 

 

 

 

 
 
 
 

 
包括的民間委託とは  ＜参考１＞ 

「包括的民間委託」とは、公共施設の管理・運営を受託した民間事業者が創意工夫やノウハ
ウの活用により効率的・効果的に実施できるよう、複数の業務や施設を包括的に委託するこ
とです。 

１．「インフラメンテナンスにおける包括的民間委託導入の手引き」について  ＜別添１＞ 

【作成した背景・目的】 

 インフラ老朽化が進展する中、限られた人員・予算の中で膨大なインフラを適切に維持
管理するために、適切な点検・診断を実施した上で、必要な補修・修繕等を行い予防保
全へ転換することが求められています。 

 一方、多くのインフラを保有する地方公共団体、特に体制面・財政面で課題を抱える小
規模な市区町村は、これらの対応に課題を抱えている状況です。＜参考２＞ 

 そういった状況を踏まえ、令和 4 年 12 月に社会資本整備審議会・交通政策審議会技術
分科会 技術部会より、「地域インフラ群再生戦略マネジメント」の推進を軸とした提言
が公表されたところであり、この中でも包括的民間委託等の活用が示されています。  
＜参考３＞ 

 この度、社会資本メンテナンス戦略小委員会のもとに設置された民間活力活用 WG の委
員等のアドバイスや、国交省が実施しているモデル自治体による包括的民間委託の現場
試行の状況等を踏まえ、「インフラメンテナンスにおける包括的民間委託導入の手引き」
（以降、手引き）を作成しました。 

 地域インフラ群再生戦略マネジメントや包括的民間委託に興味・関心のある地方公共団
体や民間企業等の方に是非ご一読いただければと思います。 

 
※ 手引きについては、包括的民間委託の事例や知見の蓄積に伴い、 

今後、随時更新していく予定です。 
 

 国土交通省では、持続可能なインフラメンテナンスの実現に向け、地方公共団体における包
括的民間委託の導入促進を目的に、有識者のアドバイスを踏まえ、 
「インフラメンテナンスにおける包括的民間委託導入の手引き」を作成しました。 

 包括的民間委託は「地域インフラ群再生戦略マネジメント」を進めて行く上で重要な取組
になることから、今後、説明会やセミナー等の場を通じ、地方公共団体における導入促進に
努めて参ります。 



【手引きの要点】 
 インフラの維持管理業務を担う地方公共団体職員を対象に、包括的民間委託を導入する
にあたり工夫・留意すべき事項をわかりやすい表現で記載しています。 

 進め方の参考になる自治体の検討事例や、参照先・相談窓口を掲載しています。 
 包括的民間委託導入のプロセスを、「導入可能性調査段階」「業務発注段階」「業務実
施段階」の 3 つのステップに整理。各ステップにおいて着眼点、注意点など図や事例を
交えて記載しています。 

 
２．解説動画の配信・説明会の開催  

【解説動画の配信】 
 地域インフラ群再生戦略マネジメントや包括的民間委託の手引きについて、解説してい
る動画を配信いたします。 

□公開開始日時：令和 5 年 3 月 22 日（水）１４:００（予定） 
□方法：Web 動画配信 
□URL：https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/03activity/03_02.html 
□内容：「地域インフラ群再生戦略マネジメント」について 

「インフラメンテナンスにおける包括的民間委託導入の手引き」について 
【地域ブロック毎の説明会の開催】 

 地方公共団体等における地域インフラ群再生戦略マネジメントや包括的民間委託の導
入を促進していくため、各地域ブロック単位（北海道、東北、北陸、関東、中部、近畿、
中国、四国、九州・沖縄）での説明会を開催予定です。 

 日程が決まり次第別途お知らせいたします。 
 
３．『自治体メンテ相談窓口』の設置  ＜別添２＞ 

 平成 25 年度より、各地方整備局等の企画部等に地方公共団体からの老朽化対策等に係
る支援相談窓口を設置しておりますが、この度、地域インフラ群再生戦略マネジメント
や包括的民間委託の導入推進、新技術の導入促進など、インフラメンテナンスに関する
地方公共団体向け相談窓口として、『自治体メンテ相談窓口』と改称した上で、改めて
周知いたします。 

 インフラメンテナンスに関して、ご相談がございましたら、記載の連絡先までお問い合
わせください。 

 また、道路分野に関しては、地方公共団体からの様々な要請・相談に対応するため、平
成 31 年度より、順次、全国各地に「道路メンテナンスセンター」を設置しています。
道路分野に関する個別の相談は道路メンテナンスに関する「総合相談窓口」までお願い
致します。 
 

＜参考情報＞ 
 □社会資本の老朽化対策情報ポータルサイト： 
   https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/index.html  

・「インフラメンテナンスにおける包括的民間委託導入の手引き」 
  https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/_pdf/houkatsu_tebiki.pdf 
・「インフラ維持管理における新技術導入の手引き」 
  https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/_pdf/shingijutsu_tebiki.pdf 

 □インフラメンテナンス国民会議 HP： https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/im/index.html  
   まだ会員になっていない地方公共団体や民間企業の皆様は、是非会員申込をお願いします！ 
    案内チラシ：https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/im/about/pdf/info.pdf  

 

 
＜問い合わせ先＞ 

国土交通省 総合政策局公共事業企画調整課 原田、林田、萩野 
 代表：03-5253-8111（24543,24544,24553） 直通：03-5253-8912 
＜道路メンテナンスに関する「総合相談窓口」について＞ 
国土交通省 道路局国道・技術課 道路メンテナンス企画室 杉本、中岡 
 代表：03-5253-8111（37852,37856） 直通：03-5253-8494 
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【従来の発注方式例】 【包括的民間委託の発注方式例】

市内全域のインフラの
巡回・維持・補修・
修繕等の業務を
一括して発注

複数の業務やエリア、分野を包括化し、
一つの業務でまとめて発注し、JV等が受注

（創意工夫による業務の実施）

○包括的民間委託とは、受託した民間事業者が創意工夫やノウハウの活用により効率的・効果的
に業務を実施できるよう、複数の業務や施設を包括的に委託すること。

＜包括化のイメージ＞

参考１



包括的民間委託の主なメリット
○ 包括的民間委託を試行・拡大していくことを通して、受・発注者及び市民にとって様々な効果が期待できる。
○ なお、これらの効果は包括的民間委託に着手して直ぐに発現するとは限らず、また、費用面においては、委託
業務費自体が増加するような場合も想定されるため、発注作業の効率化など行政コストの減少等も含めた
総合的な効果を考える必要がある。

発注者
委託業務の件数が減るため、発注業
務の負担を減らすことができ、業務の効
率化を図ることができる

入札参加者を継続的に確保できるよう
になり、地域の維持管理を継続的に実
施できるようになる。

性能発注を導入することで、予防保全
の促進や対応の迅速化が図られ、市
民への提供サービスを向上できる。

受注者
幅広い施設（分野）、業務を経験し、
ノウハウを蓄積できるため、ビジネスの幅
を広げることができる
複数年契約の場合、将来の業務量の
見通しがつくため、人員・機械の確保や
効率的な配置・運用、さらに新たな設
備投資をしやすくなる
性能発注を導入する場合、裁量の余
地が大きいため、創意工夫によりコスト
を削減しやすい

個別委託の場合、地方公共団体職員が現場を確認した上で発注というような手続きを踏
む必要があるが、包括的民間委託の場合、通報に対し事業者がすぐに対応することが可能
となると考えられる
災害時や緊急時に迅速に対応できる地域の事業者の活用が高まることで、地域における雇
用の維持が図られる

地域住民



参考２インフラメンテナンスの現状と課題
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道路橋
（橋長2m以上）

［約73万橋］

トンネル
［約1万1千本］

河川管理施設
［約4万６千施設］

下水道管渠
［約48万km］

港湾施設
（水域施設、外郭施設、係留施設、

臨港交通施設等）
［約6万1千施設］

《建設後50年以上経過する社会資本の割合》

※１、※２
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《市町村における職員数の推移（市町村全体、土木部門）》

⃝ 2013年「社会資本メンテナンス元年」以降、メンテナンスサイクルの確立や地方公共団体などに
対する財政措置、民間資格制度の創設など様々な取組を進めてきた。

⃝ 一方で、特に小規模な市区町村で人員や予算不足により、予防保全への転換が不十分であ
るだけでなく、事後保全段階の施設が依然として多数存在し、それらの補修・修繕に着手でき
ていない状態であり、このまま放置すると重大な事故や致命的な損傷等を引き起こすリスクが高
まることとなる。

※1 《市町村における技術系職員数》

※１：地方公共団体定員管理調査結果より国土交通省作成。なお、一
般行政部門の職員を集計の対象としている。また市町村としているが、
特別区を含む。

※２：技術系職員は土木技師、建築技師として定義。

※1、※2
（地方財政統計年報より国土交通省作成）

６兆465億円
（1993年度比 約53%）

(兆円)

西暦（年度）

６兆4289億円
（1993年度比 約56%）

《市町村における土木費の推移》
11兆4973億円



• 2013年「社会資本メンテナンス元年」以降、メンテナンスサイクルの確立／地方公共団体などに対する財政措置／民間資格制度の創設など様々な取組を実施
• 特に小規模な市区町村で人員や予算不足により、予防保全への転換が不十分であるだけでなく、事後保全段階の施設が依然として多数存在し、それらの
補修・修繕に着手できていない状態であり、このまま放置すると重大な事故や致命的な損傷等を引き起こすリスクが高まる

総力戦で取り組むべき次世代の「地域インフラ群再生戦略マネジメント」
～ インフラメンテナンス第２フェーズへ～

１．はじめに

２．これまでの10年間（第1フェーズ）の取組達成状況と今後の課題

３．これから（2022年～；第2フェーズ）取り組むべき施策の方針

『地域インフラ群再生戦略マネジメント』を推進
⇒ 推進イメージは、図１(計画策定プロセス)・図２(実施プロセス)

市区町村における財政面・体制面の課題等を踏まえ、個別施設のメンテナンス
だけでなく、発展させた考え方のもと、インフラ施設の必要な機能・性能を
維持し国民・市民からの信頼を確保し続けた上で、よりよい地域社会を
創造していく必要がある

（推進にあたっての留意点）
メンテナンス市場の創出・自立化 ／ DXによる業務の標準化・効率化

項目 取組状況 課題

①メンテナンスサイクルの
確立

予防保全の効果の推計、点検が一巡し早期に措置すべき施設の
全体像の把握、個別施設計画を概ね策定 等 新技術による効果を踏まえた推計、個別施設計画の充実 等

②施設の集約・再編等 ガイドライン・マニュアルの整備、集約・再編の財政支援等 新技術活用や機能の付加・向上なども含めた効率的・効果的な集約・再編 等

③多様な契約方式の導入 地域維持型契約方式、包括的民間委託の導入支援等 広域や複数主体による連携や包括的民間委託を含めた契約方式の工夫 等

④技術の継承・育成 資格制度の構築、研修による人材育成等 登録資格のさらなる活用と技術水準の高度化 等

⑤新技術の活用 インフラメンテナンス国民会議、新技術活用促進に向けた手引き等 ニーズとシーズのマッチング強化、ニーズに即した研究開発 等

⑥データの活用 各分野でのデータベース整備、国土交通データプラットフォーム等 データのオープン化による高度利用促進、情報を活用したマネジメントサイクルの確立 等

⑦国民の理解と協力 インフラメンテナンス大賞等 優れた取組の周知、国民の理解向上、メンテナンス分野の魅力拡大、トップダウンによる推進等

概要(その1)

各地域の将来像に基づき、複数・広域・多分野のインフラを「群」として捉え、
総合的かつ多角的な視点から戦略的に地域のインフラをマネジメント
することが必要

図１：推進イメージ(案) ＜計画策定プロセス＞

Ａ市

Ｂ町 Ｃ村

複数・多分野の施設を「群」としてまとめて捉え、
地域の将来像に基づき将来的に必要な機能を検討

道路/河川・砂防・海岸管理施設/
鉄道/港湾/空港/下水道/
公園/公営住宅等

※例えば、規模の大きな市や、単一の地方公共団体からなる離島など、単一の市区町村で
検討を進めることが適切な場合も考えられ、それぞれの地域の実情に応じて個別に判断

広域の道路や
鉄道ネットワーク
のつながり 等

※対象エリアを越える圏域も含めた
必要な機能を考慮する必要

①維持すべき機能
②新たに加えるべき機能
③役割を果たした機能
に再整理し、個別インフラ施設の
維持／補修・修繕／更新／
集約・再編／新設 等 を適切に実施

・・・

検討主体
主体は、地方公共団体であるが、
国・都道府県・市区町村が一同に会し、
検討を進める会議・組織を設置することが考えられる

・地域特性
（人口、交通、インフラの数や状況等）
・地方公共団体間の機能的なつながり
などを踏まえて対象エリアを設定

対象エリア
（イメージ）

•事業者及び市区町村がそれぞれ機能的、空間的及び時間的な
マネジメントの統合を図ることで持続可能なインフラメンテナンスを実現

•国民の理解と協力から国民参加・パートナーシップへの進展等を通じた
多様な主体による「総力戦」での実施体制の構築を図る

令和4年12月2日 社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会 提言 参考3



総力戦で取り組むべき次世代の「地域インフラ群再生戦略マネジメント」
～ インフラメンテナンス第２フェーズへ ～

４．第2フェーズで速やかに実行すべき施策

概要(その2)

図２： 推進イメージ(案) ＜実施プロセス＞

A市

地元事業者
中心のJV等

B町 C村

・・・

a橋

事業者等の
技術力・
資本力等

b橋

・・・ ・・・ ・・・

●橋 ●橋

包括的民間委託等による
市域内での広域的な維持管理

高度な技術を要する
補修・修繕、更新等

一定の技術力が
必要な点検や修繕等

軽微な補修
日常的な維持管理

高度な技術力・
資本力をもつ
事業者等 ・

・
・

周辺市区町村や地域の民間事業者等と連携した
包括的民間委託等による広域的な点検や修繕等

一定の
技術力・資本力を
有する事業者を
含むJV等

業務をその難易度、求められる技術力等に応じて類型化し、一定の技術力が必要な点検や
修繕等は、複数・多分野の業務内容の包括化や複数事業者が連携しやすい仕組みを
検討するとともに、より広域での複数市区町村や都道府県も含めた連携による業務発注等も検討

・・・

・・・

・・・

・・・ ・・・

・・・

（１）地域の将来像を踏まえた地域インフラ群再生戦略マネジメントの展開
• 市区町村が抱える課題や社会情勢の変化を踏まえ、既存の行政区域に
拘らず、広域・複数・多分野の施設を「群」としてまとめて捉え、地域の
将来像を踏まえた必要な機能を検討し、マネジメントする体制を構築

• 個別施設の予防保全型メンテナンスサイクルを確立し、実効性を高める
ことは必要であるため、個別施設計画の質的充実を図るとともに、依然
多数存在している補修・修繕が必要な施設や、更新、集約・再編の取組を
実施
＜具体的な施策＞
① 地域の将来像を踏まえた地域インフラ群再生戦略マネジメントの展開
② 更新、集約・再編に合わせた機能追加
③ 個別施設計画の質的充実等によるメンテナンスサイクル実効性向上
④ 首長のイニシアティブによる市区町村におけるインフラメンテナンスの
強力な推進

（２）地域インフラ群再生戦略マネジメントを展開するために必要となる
市区町村の体制構築

• 地方公共団体において、民間活力や新技術活用も念頭に、必要な
組織体制の構築とともに、求められる技術力を明確化して育成する

• 国は、市区町村の新技術活用や民間活力等の状況について俯瞰的に
分析し、必要な施策を実施する役割を担うことが必要
＜具体的な施策＞
① 包括的民間委託等による広域的・分野横断的な維持管理の実現
② 市区町村技術者に今後求められる技術力の明確化・強化
③ メンテナンスの生産性向上を図るためのツールの構築

（３）メンテナンスの生産性向上に資する新技術の活用推進、
技術開発の促進及び必要な体制の構築

• 戦略マネジメントを展開するためには、引き続き新技術の開発、
導入の更なる促進を図る

• 異業種等の参画による前例のない技術の活用促進を通じた
イノベーションを図るなど、新技術活用促進に必要な体制の構築と、
取組を通じた市場の創出、産業の育成を実施
＜具体的な施策＞
① メンテナンス産業の生産性向上に資する新技術の活用推進、
技術開発の促進

② AI・新技術等の活用も見据えた体制の構築
③ 将来維持管理・更新費の推計の見直し

（４）DXによるインフラメンテナンス分野の
デジタル国土管理の実現

• 様々な主体がインフラに関するデジタルデータ
の利活用を推進できるよう、データの標準化
を推進

• デジタルデータを活用し、メンテナンスの
高度化等を図るなど、DXによるデジタル
国土管理を実現
＜具体的な施策＞
① 設計・施工時や点検・診断・補修時のデータ
利活用によるデジタル国土管理の実現

② インフラマネジメントの高度化に向けたデー
タ利活用方策の検討

③ セキュリティ対策の推進

（５）国民の理解と協力から
国民参加・パートナーシップへの進展

• インフラに関心のあるNPO法人を含む国民が
戦略マネジメントの計画策定プロセスに参画する
ことやメンテナンス活動へ参加することを通じて
真のパートナーシップの構築を図り、地域の
メンテナンス活動の継続性を確保
＜具体的な施策＞
① インフラメンテナンスへの国民・地域の関心の
更なる向上

② 優れたメンテナンス活動の横展開の強化
③ メンテナンス活動への国民参加の促進と
参加を通じた真のパートナーシップの構築

＜橋梁の例＞ ※分野横断的な包括的民間委託等を行う場合もある

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

※地域のNPO法人等が参画する場合も含む

※


